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株式会社 CARTA HOLDINGSとの業務提携に関するお知らせ 
 

当社は、2019年 6月 19日開催の取締役会において、株式会社 CARTA HOLDINGS(以下、「CARTA HD」

といいます。)との間で、デジタル広告領域・事業に関する業務提携を行うことについて決議いた

しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．業務提携の理由 

当社は、設立初期より株式会社サイバー･コミュニケーションズ(以下 CCI社)より出資を受け、

常に相互扶助を行ってきました。この度 CCI 社及び株式会社 VOYAGE GROUP の対等の精神に基づ

く経営統合により両社の純粋持株会社として CARTA HDが発足したことを契機に、当社と CARTA HD

の間でより一層の発展を実現させていくため、次項に示す領域・事業における提携または協力に

ついて検討してまいります。 

 

２．業務提携の内容 

・デジタル広告領域における共同での研究開発および共同事業の検討 

・当社がデジタル広告領域において運営するサービスに関する包括的な業務提携の検討 

・データソリューション領域における業務提携の検討 

 

３．業務提携の相手先の概要（2019年３月 31日現在） 

① 名 称 株式会社CARTA HOLDINGS 

② 所 在 地 東京都渋谷区道玄坂1丁目21番１号 渋谷ソラスタ15階 

③ 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 宇佐美 進典 

代表取締役社長 新澤 明男 

④ 事 業 内 容 

・パートナーセールス事業 

・アドプラットフォーム事業 

・コンシューマ事業 

⑤ 資 本 金 1,086百万円  

⑥ 設 立 年 月 日 1999年10月8日 

⑦ 発行済株式総数 25,396,052株 

⑧ 純 資 産 22,878百万円 

⑨ 総 資 産 52,035百万円 

⑩ 決 算 期 12月31日 

⑪ 大株主及び持株比率 

株式会社電通                       52.93% 

宇佐美 進典                       7.81% 

CARTA HOLDINGS社員持株会              1.78% 

株式会社SBI証券                       1.57% 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）      1.51% 

永岡 英則                        1.42% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）    1.01% 

平尾 丈                         0.96% 



楽天証券株式会社                     0.85% 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５）   0.79% 

⑫ 
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 
当社は当該会社の取締役である宇佐美 進典氏を、当

社の取締役として選任予定です。 

取引関係 
当該会社は当社との間に広告媒体の販売に関する取

引があります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

４．業務提携の相手先の直前事業年度の業績 

決算期 2016年９月期 2017年９月期 2018年９月期 

純 資 産 （百万円） 6,332 8,113 8,777 

総 資 産 （百万円） 12,537 15,775 16,794 

売 上 高 （百万円） 20,841 25,895 28,518 

営 業 利 益 （百万円） 1,720 1,806 1,420 

経 常 利 益 （百万円） 1,246 1,861 1,431 

親 会 社 に 帰 属 す る

当 期 純 利 益 （百万円） 
731 1,161 1,117 

１株当たり当期純利益   （円） 61.82 96.90 93.58 

１ 株 当 た り 純 資 産   （円） 520.94 644.62 717.22 

 

５．日程 

(1) 取 締 役 会 決 議 日 2019年6月19日 

(2) 契 約 締 結 日 2019年6月19日 

 

６．今後の見通し 

 本件による当社の連結業績に与える影響につきましては軽微であり、開示すべき影響が判明いた 

しましたら、すみやかに開示いたします。 

 

以 上 


